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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は，幼児から中学生の子どもを対象にライフスタイル改善教育及び体力向上
プログラムを幼児・学教教育に適用し，同一集団の子どもをそれぞれ縦断的に追跡しながら，その有効性を検証するこ
とであった．おもな成果は次の3点であった．
 1）体力向上プログラムに参加した幼児の体力は，小学校1年で極めて高く，体力A評価は50%を超え，持ち越し効果が
確認された．2) 低学年児童を対象に基本的動作習得を目指した8時間の授業で，動作の改善と共に，50m走後半の疾走
スピードに有意な改善が見られた．3) 中学校での3年間継続した体力向上への取り組みによって，生徒の遅刻回数や不
定愁訴が有意に減少した．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to verify practical effectiveness of lifestyle 
education and physical fitness program conducted at kindergartens and schools. The main results were as 
follows:
1) Physical fitness level was significantly improved in younger children who participated in a physical 
fitness program that was designed by our project at kindergarten. Their physical fitness level at 
kindergarten was maintained until they were in the first grade of elementary school (e.g., prevalence of 
grade A in Japan Fitness Test was more than 50 %).2) We conducted a school-based fundamental movement 
skills (FMS) intervention (a total of eight times) for 2nd grader at elementary school. The FMS 
intervention resulted in an improvement of FMS and running speed at the latter half of 50-m sprints.3) 
Our physical fitness program at junior high school during three years resulted in a significant decrease 
in students who are chronically tardy for school and students who had an unidentified complaint.

研究分野：身体教育学、保健体育科教育学
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１． 研究開始当初の背景 
（１）幼少年期のﾗｲﾌｽﾀｲﾙと健康・体力問題 
2000 年以降、小中学生の肥満の出現率は
10～12％、Ⅱ型糖尿病発症頻度は 10 万人あ
たり 4～6人に増加（石井；2005）、睡眠時間
は 1965 年との比較で 40～90 分減少（大澤；
2010、神山；2005）していた。また、体育の
授業を除く 1週間の総運動時間 1時間未満の
者が小 5 男子で 10.5％、中 2 男子で 9.5％、
小 5 女子では 22.6％、中 2 女子では 31.6％
（文科省；2009）に達し、全体の分布から運
動の二極化が見られると結論づけている。乳
幼児（1 歳 6 ヶ月）に関しては、テレビ等の
長時間視聴が有意語出現の遅れを招くこと
が指摘された（日本小児科学会；2004）。中
教審議答申（「新しい時代の義務教育を創造
する」平成 17 年 10 月）でも、子どもの「学
ぶ意欲の欠如」と「生活習慣の未確立」が課
題であることを明確に指摘している。 
文部科学省の「体力・運動能力調査」によ
れば、ここ数年体力が回復傾向を示している
ものの、昭和 60 年をピークとして依然低下
傾向にある。例えば、中 2男女の持久走成績
平均値は男子で約 30 秒、女子で約 28 秒も下
回っている（昭和 60年と平成 21年の比較）。
これらの傾向は既に 3歳で見られ、20 年前の
同年齢の幼児の運動能力より低水準であり、
結果的に小中学生の体力低下に繋がってい
る。 さらに、子どもの不活動状態の影響は、
集中力低下や不定愁訴増大の誘因となって
いる（加賀谷 他；2009）。このような状況
を打開するため、日本体育協会（2010）は「子
どもの身体活動ガイドライン」を公表した。
ここでは毎日、最低 60 分以上のからだを使
った遊び、体育・スポーツ等の活動が必要で
あると指摘した。 
さらに、海外の研究動向をみても、子ども
のライフスタイルの悪化が問題視されつつ
あった。インドでの研究では睡眠時間の減少
が肥満と関連することが明らかにされた
（Kuriyan R, Thomas T,et al.:2007）。同様
の報告は中国での研究でも明らかにされた
（Yu Y,Lu BS、Wang B, et al.:2007）。しか
しながら、アメリカのフィットネス教育にも
見られるように、肥満等の解消が第一義的に
あり、発育発達期にある子どもの体力向上を
目指した積極的な取り組みは少ないと言え
る。 
（２）これまでの研究動向等 
すでに我々は、中学校の保健体育授業を中
核に 1996 年より体力向上プログラムの有効
性を解明するための実践的、実証的研究「生
きる力を育成する保健体育(鈴木等：2002)」
に取り組んでいた。学校教育のキー概念は
「生きる力の育成」であるが、これを踏まえ
子どもが主体的に取り組みながら、体力向上

を目指す教材開発を試みた。中 1男女を対象
とした長距離走の授業（約 12 時間配当）で
は、持久走成績（男子；1500m、女子；1000m）
が有意に向上し、それに関与する学習意欲の
重要性が明らかとなった（鈴木：2003）。 
平成 16～18 年度における千葉県内の４小
学校を対象に、児童のライフスタイル改善・
運動の習慣化・身体活動量を高める体育授業
をねらいとした活動を展開した。その結果、
体力の向上が図られ、さらに朝食摂取率、睡
眠時間、テレビ視聴時間等のライフスタイル
に有意な変化が認められた。  
         
２．研究の目的 
 上記のような背景を踏まえると、将来の日
本を支える幼少年期の子どもの健康・体力の
向上を図ることは極めて重要である。すでに、
体力の二極化や夜型のライフスタイル進行
に伴う生活習慣病（肥満等）の増加が指摘さ
れているが、その一方で、体力や学力の高い
子どもは運動時間、朝食摂取、睡眠等が好ま
しい傾向にあることも明らかにされつつあ
る。 
そこで、本研究では、幼少年期の子どもを
対象に発達段階に応じたライフスタイル改
善教育及び体力向上プログラムを提供し、そ
れらプログラムの評価も含め、その有効性を
検証するとともに、同一集団を数年にわたっ
て追跡し、彼らの健康や体力向上に関与する
諸要因を明らかにすることを目的とした。 
 なお、本研究における「幼少年期」は、幼
児から小・中学生（暦年齢；3～15歳）とし
た。対象とした標本数（男女込み）は、幼児
から中学生まで、延べ約 3、500名であった。 
 
３．研究の方法 
（１）データ収集について 
本研究の目的を達成するために、継続的、
経年的にデータ収集を行った。収集したデー
タセットは下記の通りであった。 
① 体格（身長、体重）、幼児用体力テスト

(7種目)、児童生徒対象の新体力テスト
（文科省） 
② ライフスタイル関連した調査（小・中
学生のみ）なお、項目数は発達段階を
考慮し、16～80項目で構成した。 
③ HQC シートへの記入によるライフスタ
イル調査 *1 週間継続して、起床-就
床時刻、朝食摂取や排便の有無、スク
リーンタイム（TV、ゲーム、PC 等々）、
運動・学習時間等を記入 *幼児は保護
者が記入 
④ 学習成績（標準学力テストや校内の定
期テスト等）＊小中学生のみ 
以上のデータ収集は、本研究への参加と協
力が得られた幼保園・校すべての関係者の同
意を得て実施された。 
（２）教育実験的介入について 



① 幼児は、7 園を対象に園の教育計画に基
づき、週 2～3回の頻度で午前中 60～90 分間
多様な運動遊びを実施した。期間は約 4ヶ月
であった。 
② 小学生は、第２学年を対象に走運動の基
本的動作習得を目指した体育授業を8時間配
当で実施し、授業前後における変化を統制群
との比較を通して明らかにした。 
③ 中学校では、1 校を対象に学校教育活動
全体を通して、体力向上とライフスタイル改
善を意図した3年間にわたる教育介入実験を
行った。 
 なお、HQC シート記入は、上記の活動時期
に合わせ、適宜実施し、データを収集した。 
 
（３）その他の取り組み 
 上記は主として研究代表者が中心となっ
て進めた。その他、研究分担者や連携研究者
は、それぞれの専門性やフィールドを活かし、
子どもの身体活動量に関する精密な測定と
体力の関連、被災地域における身体活動量の
測定や関連する調査を実施した。 
 
（４）データ集約と分析方法 
 本研究に着手する以前からのデータも加
え、すべてのデータをリンクした。これらデ
ータは、横断的且つ、縦断的に集計を行った。 
 その後、基本統計量を算出し、測定データ
及び質問紙調査データ間の関連を分析した。 
（因子分析を含む多種類の相関分析、分散分
析、クロス集計等々） 
 HQC シートデータは、休日や土日を除いて
分析した。なお、データリンクの作業過程で、
著しい欠損値がある場合は、分析の対象から
除外した。 
 
４．研究成果 
 4 年間にわたる本研究のおもな成果は、以
下に示す通りである。 
（１）幼児への定期的な運動機会の導入によ
って、不定愁訴関連症状や昼食時の食べ残し
が顕著に減少した。また、午睡がスムーズに
行われるようになった（幼保園各担任への聞
き取り調査）。また標本数(14 名)の少なさは
あるが、小学校入学後、高水準で体力が維持
されることが明らかとなった(p<0.05)。 

 
HQC の導入による幼児を対象とした運動遊
びと生活改善を意図した試みから、保護者の
意識に変化が認められた。  

 
（２）小学校第 2学年を対象とした走動作改
善を意図した授業プログラムを開発し、体育
授業でその効果を検証した。実験群と統制群
の比較から、実験群では 50m 走後半の疾走速
度が低下しないことが明らかとなった。 
 
（３）小 1～中 3男女を対象とした横断的調
査から、適切な食習慣や就寝等の好ましいラ
イフスタイル形成は小学校段階ではその困
難度が低く、一方中学校段階では困難度が高
くなる傾向を示した。 

（４）夏休み、4週間の HQC シート課題を中
3男女（N=130）に実施したところ、その課題
への取り組みと学業成績には有意な関係が
認められた。 

（５）小学 5、6年生男女と中学 1、2年男女
の学力と体力を 3 群に分け、分析した結果、
学力と体力は図 2の通りであり、それぞれ有
意な関係が認められた（p<0.05） 

 
（６）小 1～中 3 男女共通に、体力と排便習
慣には有意な関係が認められた（p<0.05） 
 すなわち、体力の高い群は、低い群に比べ、
排便習慣がよい傾向を示した。 
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